別紙様式
平成22年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名: 運輸エネルギー次世代化モデル事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　商工労働部 商工政策課 新産業・新エネルギー担当　電話番号：058-272-1111（内3051）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11351@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,000千円（前年度予算額：2,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）ＥＶ用急速充電インフラ整備促進事業費補助金

　　　　　○民間事業者の行う急速充電設備の整備(３ヶ所)を支援。
補助対象経費：充電器設置工事費（電気工事、基礎工事等）

補助率：1/3、上限100万円

（２）ＥＶ用普通充電インフラ整備促進事業費補助金

　　　　　○民間事業者の行う普通充電設備の整備(5ヶ所)を支援。
補助対象経費：充電器設置工事費（電気工事、基礎工事等）

　　　　補助率：1/3、上限20万円
	２　所要経費


（1） 新規（1,000）
　○ＥＶ用普通充電インフラ整備促進事業費補助金
（2） 継続（3,000）
　○ＥＶ用急速充電インフラ整備促進事業費補助金

　　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり

１３　岐阜エコプロジェクト

自然エネルギーの導入促進、省エネルギーの促進
	２　これまでの取組状況


○県は平成21年、ＥＶ２台をモデル導入し、県内各地の産業・環境フェア等でのＰＲに活用。併せて、県庁・郡上総庁に急速充電設備（約30分でフル充電）を、恵那・飛騨・下呂に普通充電設備（約７時間でフル充電）を整備し、電気自動車の円滑な運用を図っている。

○平成22年度には２基の急速充電インフラ設置費に対し補助。

　　
	３　これまでの取組に対する評価


○平成22年度の急速充電器の設置（東濃と西濃の民間企業２ヶ所）については大きく報道され、岐阜県の電気自動車普及促進に寄与した。
○急速充電器は短時間充電等のメリットはあるものの、本体が高額であることやプラグインハイブリッド自動車には未対応等の課題があり、より簡易な普通充電インフラが注目されている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	要求額
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000

	決定額
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000
































